
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出量削減計画書

主たる業種

計画を推進するた
めの体制

基準年度
（20～22）年度

第１年度
（23）年度

第２年度
（24）年度

第３年度
（25）年度

２９２７．２トン２７４８．８トン２７１９．２トン２６９２．１トン－７．１パーセント

２７２６．７トン２７４８．８トン２７１９．２トン２６９２．１トン－０．３パーセント鰊

事業の用に供す

る建築物の用途
基準年度
（22）年度

第１年度
（23）年度

第２年度
（24）年度

第３年度
（25）年度

、ＪＬ－こロﾛ

（た榿産千㎡×1/100）
２．３３ ２．１８ ２．１５ ２１２ -5.80パーセント

基準年度
（22）年度

第１年度
（23）年度

第２年度
（24）年度

第３年度

（25）年度

10.ＯＧﾜﾄ１７ｐ＄ＩＢ５ｐ…'5ｍ… 

#1m'IMw、 第１年度

（23）年度

第２年度

（24）年度

第３年度

（25）年度

森林の保全及び整備によるもの0.0トン0.0トン０．０トン

府内塵の木材の利用によるもの０．０トン0.0トン０．０トン

0.0トン

0.0トン ０．０トン 0.0トン

0.0トン0.0トンｏ,０トン１

該当する□には，レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事業者の方は，レ印の記入は不要です。

「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類の細分類番号をいいます。

「基準年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事業活動に伴う排出の堂又は原単位の数値の平均をいいます。
「増減率」とは，基準年度と比較した計画期間の平均の増加又は減少の割合をいいます。
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□新規□変更
（宛先）京都府知事 ｡⑭IDIlOIIIﾛ凸ﾛ１１PDIDBDﾛﾛ 平戎23年9提 1５ 』』二

住所（法人にあっては，主たる事務所の所在地）
京都府京田辺市大住西北向13宗ｒｍ１}ん …,-mi、

凸

Ｉｉ－ 

氏名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）
大日本パヅクス京都株式会社liWii:〃〈ゴー■
代表取締役社長１コ1和田ご;昭二Ⅲii小lいいい■～■￣

1万ハハーｌｗｌ:'好･電話十Ｏ７７４－ｊ６３－２２２２

主たる業種
ｉ二二

段ボ.需ル製造業I;「
Ⅱﾄ■ 

細分類番号 1１ 4１ 3１ '２ 

事業者の区分

;＃｡2条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則；i｡2条第１項第２号又は第３号

:ﾎﾟｺ2条第１項第４号

計画期間F;:?~iH11:;恥ｉｆＬｈ■(沁巫ｺﾊﾆＷＩＦ;｢i（<いい:/:｣ん〃平成23年４月がら平成26年3月まiでlﾂﾞﾊｺﾘ下ﾙｺｲ{'い('']ｊＪｊＴＨ

基本方針

計画を推進するた
めの体制

環境推進
it←:≦ 

委員会j’
難,

Ｉ↑；了

温室効果ガスの排
出の実績及び削減
の目標

温室効果ガスの排出の量

'事業活動に伴
＞ 

フ 排出の量

|評価の対象となる排出の量

目標の根拠

基準年度
(20-22）年度

第１年度
(23)J年度

第２年度

r(24)｣f年度
第３年度
(25）:年度

増減率

2ｹ９２７６２二トン 2374888MWトン 21719.2 トン ２ 69261トン -7.1パーセント

2,726617;１トン 2>7485 ８ 
0｡ 

トン 2,1719621トン 2,69261トン -0.3パーセント
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省鬮
フトをＬＰＧから'ミッテリー|タイプにdIli蛍光灯を省エネタイプに可屋根の塗料を遮熱性にし、
化6[=製函機械をロ泉削減につ1ながる様改善５１'水銀灯を高効率にⅢﾊrwL汗工:ミバ;１１三(：

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の用に供す

る建築物の用途 原単位の指標

工場
ＩＩ０ 

事業活動に伴う排出の壁

;::}!(生産千㎡!×1/100)111’
事業活動に伴う排出の量

（‐） 

原単位の指標及び目標の根拠

基準年度

Ｊ１(22)茎2年度
第１年度
(23)ｊｉ'年度

第２年度
L〔24)；年度

第３年度
(25)Ⅱ1年度

増減率
…･’:､Ｍ･--.． 

2． 3３ ?i２ユ８ ;,Ｉ２１５ｉ 1１２．１２ -5.80パーセント

パーセント
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:i： 
牛壷量ｋ上対H20戸H22年度比同数量とし8h年次原単位 1％ずつ減少させる６

重点的に実施する取組の実施計画

基準年度
!(22);Iii年度

1060 
パー

セン 卜

第１年度
(23)；し年度

1780ﾐﾌﾟ１１ 
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第２年度
(24）'年度

3550 
'〈－

セント

第３年度

(25)11年度

5760にLLLトセ，下

備考

具体的な取
措置の内容

組及び

、宝… (２３;,ルルiI了年已:；ir度､：
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!（２Ⅱ４） 年:弓1111度

1ｌｌＷｌＨ;:)1ｊＩｌｌ〉（２５）)■年Ｆｉｌｌ:度刀:二コ：

ＬＰＧリフルをバッーテリ扇車に変;える､鳳事務所蛍光灯を省エネタイプに。
屋根に遮熱塗料Ｉｊｆｌ:｣:Ａｌ/ＩｶﾞｮﾊｌｌＷ二J>lけｌｌ１ｆ三〈11MYうみＪｎｒ.γｈＬＪＩ二ihパハ,汀ィ

ロメ削減につ;ながる様製造機械を改造Ⅱ 註

ロス削減につ;ながる様製造機械を改造□！ i』!

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措置を採用する理由
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公共交通機関が発達していないせいもあり〈11'全社員に対して９割以上が自
動車i菌勤61Ⅱ(その為新たな指Ⅲ置を実施する事は困蝋FJiFW■:}□いりゴロ｝

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
量

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証書等の購入によるもの

温室効果ガス排出量の削減効果分又は温室
効果ガスの吸収効果分の購入によるもの

合計

第１年度
(23):1年度､

hハLJIO60トン

,ドハニニL０．０１トン

三l３ＭＯ６０ トン

ＷｉＬⅡii町060'１トン

■ｺﾞ０．０ 
“ｗＭ１……御

トン

0.0トン

第２年度

(24)て年度
+Ⅱ〔ｒｗｌＯｄＯｉＪトン

iい:ＷﾊﾟﾋﾞｌＴＩ１ＩＯＤＯｉＳトン

Ⅱ… ０．１０基トン

茎lhFO6:０÷１トン

0.0｣トン

0.0トン

第３年度

(25）年度
｢ﾘｺﾆｉＩｉｌｉ＝ﾖ０．０（トン

0.0 トン

ｑ０トン

ｑ0トン

UＩｌ６ＩＩ 
0.0トン

0.0トン

備考

地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動
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